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調査結果の概略 
 

１ 総人口及び人口密度〔統計表第１～３、５、６表、参考－１、２参照〕 

令和２年１０月１日現在で実施した国勢調査における板橋区の人口は、５８４，４８３人で、前回調

査（平成２７年）より２２，５６７人増加し、東京２３区中で、７番目の規模となっている。 

国勢調査は外国人も調査対象とするため、総人口には外国人も含まれており、その数は前回調査より

７，７５４人増えて、２３，０４９人となっている。外国人人口が２万人を超えたのは今回調査が初め

てであり、板橋区の人口に占める割合は３．９％である。うち、１８，４９８人（外国人人口の８０％）

は、外国人のみの世帯となっている。 

また、人口密度は、１km2あたり１８，１４０．４人となっており、２３区平均１５，５１０．５人を

２，６２９．９人上回っている。 

 

参考－１ 板橋区の人口推移 

 

 

参考－２ ２３区の人口比較 
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（注）「不詳は、当時板橋、練馬両区が分離していなかった為
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２ 男女別人口及び年齢３区分別人口〔統計表第４表、参考－３～５参照〕 

人口を男女別にみると、男性が２８６，１７９人、女性が２９８，３０４人で女性が男性を１２，１２

５人上回り、人口性比（女性１００人に対する男性の数）は、９５．９となっている。 

これを前回調査と比較すると、男性は９，５８７人、女性は１２，９８０人それぞれ増加し、人口性比

は１．０ポイント低下した。 

また、人口を年齢３区分別（年齢不詳を除く）にみると、今回の調査では年少人口（０～１４歳）が６

０，０１４人（構成比１０．７％）、生産年齢人口（１５～６４歳）が３６７，９７６人（構成比６５．

６％）、老年人口（６５歳以上）が１３２，６０２人（構成比２３．７％）となっている。前回調査と比

べると、年少人口の割合は０．１ポイント、生産年齢人口は０．２ポイントそれぞれ低下し、老年人口は

０．３ポイント上昇している。 

 

参考－３  人口性比の推移                        女性＝１００ 

区分 平 成 ７ 年 平 成 １ ２ 年 平 成 １ ７ 年 平 成 ２ ２ 年 平 成 ２ ７ 年 令 和 ２ 年

人口性比 101.3 101.2 101.5 98.3 96.9 95.9
 

 

参考－４  年齢３区分別人口割合の推移 

実数（人） 割合（％） 実数（人） 割合（％） 実数（人） 割合（％）

平成２７年 59,238 10.8 361,101 65.8 128,058 23.4

令和２年 60,014 10.7 367,976 65.6 132,602 23.7

特別区部 1,059,831 11.3 6,326,082 67.2 2,028,506 21.5

調査年
年少人口
０～１４歳

生産年齢人口
１５～６４歳

老年人口
６５歳以上

 

注）「年齢不詳」の人数は除外している。 

 

参考－５  年齢（５歳階級）別、男女別人口 ※年齢不詳含まず 
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３ 配偶関係〔統計表第７表、参考－６参照〕 

１５歳以上人口の配偶関係別割合をみると、有配偶者は男性５７.２％、女性５１．８％とほぼ同じで

あるが、死別者の割合は男性２．３％に対し女性１０．６％と大きな差が生じている。これは一般的に

妻の年齢が夫より低いことに加えて、女性の平均寿命が男性よりも長いことによる。 

また、未婚率をみると、男性は横ばいか、やや減少傾向が見られるのに対し、女性は４０歳まで増加

傾向にあり、特に２５～２９歳で２．４ポイント、３０～３４歳で３．４ポイント増加している。 

 

（％）

平成 令和 平成 令和 平成 令和 平成 令和

２２年 ２７年 ２年 ２２年 ２７年 ２年 ２２年 ２７年 ２年 ２２年 ２７年 ２年

40.0 37.8 36.9 53.5 55.8 57.2 2.5 2.5 2.3 4.0 3.8 3.6
15～19 歳 99.6 99.6 99.7 0.4 0.4 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20～24 96.4 97.1 96.7 3.4 2.8 3.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1

25～29 78.4 76.0 75.3 20.8 23.6 24.2 0.0 0.0 0.0 0.7 0.4 0.4

30～34 54.5 49.0 47.8 44.0 49.8 51.2 0.0 0.0 0.0 1.5 1.1 1.1

35～39 42.6 36.7 34.2 55.0 61.3 64.2 0.1 0.1 0.1 2.3 1.9 1.6

40～44 35.8 33.9 29.4 60.3 62.9 68.0 0.1 0.1 0.1 3.8 3.0 2.5

45～49 30.9 30.5 29.4 63.4 64.9 67.0 0.4 0.3 0.3 5.2 4.3 3.3

50～54 25.8 27.1 28.1 67.4 66.4 66.8 0.8 0.7 0.4 6.0 5.9 4.7

55～59 23.9 22.8 24.3 67.3 69.6 68.6 1.5 1.1 0.9 7.3 6.5 6.2

60～64 19.8 21.6 21.0 69.9 68.9 70.5 2.5 2.2 1.6 7.8 7.3 6.9

65～69 13.2 17.5 19.7 74.8 71.3 69.6 4.3 3.4 3.1 7.7 7.8 7.6

70～74 9.2 11.0 15.5 76.5 76.3 72.6 7.4 5.6 4.7 6.9 7.1 7.1

3.4 4.6 6.0 76.6 75.7 76.4 16.2 15.8 13.1 3.8 3.9 4.5

31.8 30.6 31.4 51.0 52.0 51.8 11.1 11.2 10.6 6.2 6.2 6.2
15～19 歳 99.6 99.5 99.6 0.3 0.5 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20～24 93.8 94.8 94.9 5.8 5.0 4.9 0.1 0.0 0.0 0.3 0.2 0.2

25～29 69.7 68.2 70.6 29.2 30.9 28.6 0.1 0.0 0.0 1.1 0.9 0.8

30～34 42.6 38.7 42.1 54.4 59.1 55.7 0.1 0.0 0.0 2.8 2.2 2.2

35～39 31.3 27.3 27.6 63.8 68.6 69.0 0.3 0.3 0.1 4.7 3.8 3.3

40～44 25.2 24.5 22.4 67.1 69.0 72.2 0.7 0.5 0.4 7.0 6.0 5.0

45～49 20.5 21.8 21.9 69.1 69.2 70.1 1.2 1.0 0.8 9.1 8.0 7.2

50～54 16.1 18.5 19.7 70.9 69.5 69.3 2.8 1.9 1.7 10.1 10.0 9.3

55～59 13.7 14.9 17.3 70.2 70.2 68.6 5.0 3.9 3.2 11.1 11.0 10.9

60～64 11.6 12.8 13.5 68.6 68.4 68.6 8.8 7.6 5.8 10.9 11.2 12.0

65～69 9.8 11.0 11.9 64.0 65.2 66.2 16.2 12.8 10.4 10.0 11.0 11.4

70～74 8.6 9.4 10.2 58.1 59.0 61.9 25.6 21.9 17.1 7.6 9.7 10.8

7.1 7.5 7.7 33.8 34.6 36.8 53.7 52.1 48.7 5.5 5.7 6.8

　　参考－６　　　男女，年齢（５歳階級）別にみた配偶関係別割合の推移

男女，年齢

未婚 有配偶 死別 離別

75歳以上

（注）　構成比算出の元となる総数に「配偶関係不詳」を含まない。

男

75歳以上

女
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４ 労働力状態〔統計表第８表参照〕 

１５歳以上人口５００，５７８人（労働力状態「不詳」を含む）の経済活動の状態を見ると、調査週間

中に収入になる仕事を少しでもした就業者は２３６，６４１人、仕事に就くことが可能で積極的に仕事

を探していたが調査週間中に収入になる仕事を少しもしなかった完全失業者は１０，０６４人で、就業

者と完全失業者とを合わせた労働力人口は２４６，６９５人となる。１５歳以上人口に占める労働力人

口の割合（労働力率）は４９．３％となり、平成２７年調査時に比べて１．９ポイントの減少となる。 

一方、経済活動に従事していない非労働力人口は１２４，２８４人で、１５歳以上人口の２４．８％

となっている。これを男女別に見ると、男性の労働力人口は１３１，０４４人、労働力率は５４．１％、

女性は同じく１１５，６５１人、４４．７％で、前回調査に比べて男性の労働力率は４．４ポイント低下

し、女性の労働力率は０．５ポイント上昇している。 

 

５ 産業別就業者の状況〔統計表第９～１１表、参考－７参照〕 

１５歳以上就業者２３６，６４１人を産業大分類別に見ると、「卸売業、小売業」が３４，５７２人で

最も多く全体の１４．６１％を占め、次に「医療、福祉」、「情報通信業」、「製造業」、「サービス業（他に

分類されないもの）」の順になっている。 

男女別に見ると、男性では全体と同じく「卸売業、小売業」が最も多く、次に「情報通信業」、「製造

業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「建設業」の順になっている。女性では「医療、福祉」が

最も多く、次に「卸売・小売業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「製造業」、「情報通信業」の

順になっている。 

 

参考－７ 男女別産業大分類別就業者数及び割合 

人数
（人）

構成比
（％）

順位
人数
（人）

構成比
（％）

順位
人数
（人）

構成比
（％）

順位

236,641 - - 125,151 - - 111,490 - -

農 業 ， 林 業 301 0.13 18 212 0.17 18 89 0.08 18

漁 業 8 0.00 20 5 0.00 20 3 0.00 20

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 30 0.01 19 19 0.02 19 11 0.01 19

建 設 業 13,829 5.84 6 11,049 8.83 5 2,780 2.49 13

製 造 業 22,064 9.32 4 14,054 11.23 3 8,010 7.18 4

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 749 0.32 17 563 0.45 16 186 0.17 17

情 報 通 信 業 23,434 9.90 3 15,517 12.40 2 7,917 7.10 5

運 輸 業 ， 郵 便 業 11,748 4.96 9 9,471 7.57 6 2,277 2.04 14

卸 売 業 ， 小 売 業 34,572 14.61 1 15,984 12.77 1 18,588 16.67 2

金 融 業 ， 保 険 業 8,364 3.53 14 3,517 2.81 14 4,847 4.35 11

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 9,287 3.92 12 5,278 4.22 11 4,009 3.60 12

学術研究，専門・技術サービス業 13,689 5.78 7 7,893 6.31 7 5,796 5.20 8

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13,252 5.60 8 5,702 4.56 9 7,550 6.77 6

生活関 連サービス業，娯 楽業 8,460 3.58 13 3,479 2.78 15 4,981 4.47 10

教 育 ， 学 習 支 援 業 10,719 4.53 11 4,462 3.57 12 6,257 5.61 7

医 療 ， 福 祉 27,644 11.68 2 6,602 5.28 8 21,042 18.87 1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 936 0.40 16 511 0.41 17 425 0.38 16

サービス業（他に分類されないもの） 20,543 8.68 5 11,396 9.11 4 9,147 8.20 3

公務（他に分類されるものを除く） 6,060 2.56 15 3,889 3.11 13 2,171 1.95 15

分 類 不 能 の 産 業 10,952 4.63 10 5,548 4.43 10 5,404 4.85 9

総　　数 男 女

総　　　　　　　　　　　　　　　　　数

産　業　大　分　類
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６ 従業地・通学地別人口及び昼夜間人口〔統計表第１２～１７表、参考－８、９参照〕 

当区に常住する就業者（１５歳以上）及び通学者（１５歳未満を含む）を従業地・通学地別に見ると、

就業者については、自宅又は区内で従業する者が３７．９％、区外で従業する者が６２．１％であり、通

学者については、区内で通学する者が６４．０％、区外に通学する者が３６．０％で有る。この割合は、

就業者、通学者とも大きな経年変化は起こっていない。 

また、昼間人口と夜間人口について見ると、当区では流出人口が多いため夜間人口よりも昼間人口が

少なくなっており、昼夜間人口比率（夜間人口に対する昼間人口の割合）は、平成２７年が９０．４、令

和２年が８９．５と、０．９ポイント低下している（いずれも年齢不詳を含む全人口による割合）。 

 

参考－８  従業地・通学地別就業者・通学者数 

平成２２年 平成２７年 令和２年 平成２２年 平成２７年 令和２年

総　数 209,317 213,576 224,130 100.0 100.0 100.0

自宅で従業 18,250 17,779 22,545 8.7 8.3 10.1

区　内 64,853 62,041 62,451 31.0 29.0 27.9

他　区 ① 107,491 113,796 119,339 51.4 53.3 53.2

都内他市町村 ② 2,899 3,117 3,051 1.4 1.5 1.4

都　外 ③ 15,824 16,843 16,744 7.6 7.9 7.5

平成２２年 平成２７年 令和２年 平成２２年 平成２７年 令和２年

総　数 52,416 44,822 42,161 100.0 100.0 100.0

区　内 33,859 26,851 26,986 64.6 59.9 64.0

他　区 ④ 14,855 14,305 12,436 28.3 31.9 29.5

都内他市町村 ⑤ 1,130 1,161 905 2.2 2.6 2.1

都　外 ⑥ 2,572 2,505 1,834 4.9 5.6 4.3

152,313 157,105 154,309流出人口　①～⑥

従　業　地
就業者数（人） 割合（％）

通　学　地
通学者数（人） 割合（％）

  

 注)就業者・通学者数の総数は、従業地・通学地の不詳を除く。 

 

参考－９  常住地別就業者・通学者数 

平成２２年 平成２７年 令和２年 平成２２年 平成２７年 令和２年

総　数 167,432 159,249 163,136 100.0 100.0 100.0

区　内 83,103 79,820 84,996 49.6 50.1 52.1

他　区 ① 31,222 29,355 31,340 18.6 18.4 19.2

都内他市町村 ② 4,968 4,914 4,733 3.0 3.1 2.9

都　外 ③ 48,139 45,160 42,067 28.8 28.4 25.8

平成２２年 平成２７年 令和２年 平成２２年 平成２７年 令和２年

総　数 52,223 45,332 42,030 100.0 100.0 100.0

区　内 33,859 26,851 26,986 64.8 59.2 64.2

他　区 ④ 6,774 6,959 6,265 13.0 15.4 14.9

都内他市町村 ⑤ 1,006 1,223 921 1.9 2.7 2.2

都　外 ⑥ 10,584 10,299 7,858 20.3 22.7 18.7

102,693 97,910 93,184流入人口　①～⑥

常　住　地
就業者数（人） 割合（％）

常　住　地
通学者数（人） 割合（％）

 

 注) 就業者・通学者数の総数は、常住地の不詳を除く。 
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７ 世帯と住居〔統計表１８～２７表、参考－１０参照〕 

国勢調査では世帯について、家族や単身で一戸建、長屋建、共同住宅などに住む「一般世帯」と寮・寄

宿舎の学生・生徒、病院・療養所の入院者、社会福祉施設・矯正施設の入所者などの「施設等の世帯」に

区分している。 

令和２年調査の結果では、一般世帯は３１４，１３３世帯で、世帯人員は５７３，８９８人、１世帯当

たりの世帯人員は１．８３人である。これを前回調査と比較すると、世帯数は２２，９８４世帯増加し、

世帯人員も２１，０２８人増加、１世帯当たりの世帯人員は前回の１．９３人から０．１０人減少した。 

世帯人員別世帯数を見ると、１人世帯は平成２２年１３６，５７３世帯、平成２７年１４９，２３６

世帯と増加傾向にあり、令和２年調査も１７０，８４９世帯と引き続き増加している。２人世帯は平成

２２年６２，７２８世帯、平成２７年６７，１６７世帯、令和２年６９，９１０世帯と毎回増加してい

る。 

また、夫６５歳以上，妻６０歳以上の夫婦のみの世帯数を見ると、平成２２年１９，５５４世帯、平成

２７年２１，７９０世帯、令和２年２２，３７７世帯と増加しており、６５歳以上世帯員の単独世帯数

も、平成２２年２９，６６５世帯、平成２７年３６，５１６世帯、令和２年３７，９９８世帯と増加して

いる。 

次に住居に関する調査結果を見ると、一般世帯のうち「住宅」に住む世帯は３１１，１９８世帯とな

っている。これを住宅の所有関係別に分類すると、「民営の借家」に住む世帯が１４２，３８８世帯（構

成比４５．８％）で一番多く、以下「持ち家」に住む世帯が１２７，８７１世帯（同４１．１％）、「都市

機構・公社の借家」に住む１３，７４９世帯（同４．４％）、「給与住宅」に住む１１，１５６世帯（同３．

６％）、「公営の借家」に住む１０，８１２世帯（同３．５％）、「間借り」が５，２２２世帯（同１．７％）

となっている。 

 

参考－１０  住宅の種類別、住宅に住む一般世帯数構成比 
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